




東邦チタニウムグループは、「チタン」をアイデンティティとする企業グループであり、金属チタン
事業のほか、機能化学品事業、環境分析事業など、チタンに関連した幅広い製品・事業分野を有して
おります。当社は、これら各事業の基盤強化を進めるとともに、その全体を「チタン」という幹とそこ
から派生する事業のグループとして捉え、企業価値の最大化を進めてまいります。

東邦チタニウムグループの事業分野

金属チタン事業

触媒事業

機能化学品事業

分析技術

製造技術

スポンジチタン

高純度チタン

高純度酸化チタン

環境分析等

チタン粉
超微粉ニッケル チタン加工製品

プロピレン
重合用触媒

（株）テスコ

トーホーテック（株）

東邦キャタリスト（株）

チタンインゴット

チタン鉱石

四塩化チタン

プロピレン重合用触媒
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当社は、茅ヶ崎工場においてスポンジチ
タンの生産能力を年産15,000tから年産
16,000tに増強し、製品の安定供給に努め
ました。また、急速な需要の伸びに対応す
るため大幅な生産能力増強に取り組んでお
ります。チタンインゴットにつきましては、
北九州市八幡東区における大型EB炉（電子
ビーム溶解炉）新工場が2008年４月竣工
いたしました。スポンジチタンにつきまし
ても、同市若松区において2009年12月稼
動を目標に、2007年11月から新工場の建
設を進めております。
当期のチタンインゴットの売上高は、国

内展伸材メーカーの更なる増量要請に対応
した結果、前期比36.3％増の168億45百
万円となりましたが、一方スポンジチタン
の売上高は、前期比13.0％減の83億44百
万円となりました。
高純度チタンは、半導体ターゲット材向

けの販売が更に拡大し、売上高は前期比
54.9％増の30億９百万円と大幅な増収と

なりました。
チタン加工品も、好調な国内需要を反映

して、前期比34.8％増の53億59百万円と
売上げを伸ばしました。
これらの結果、当事業の売上高は前期比

20.7％増の344億80百万円、営業利益は前
期比35.6％増の137億93百万円と、前期に
引き続いての増収増益を達成いたしました。

金属チタン
事 業

◆チタンインゴット
当社のチタンインゴットは、国
内の展伸材メーカーを中心に、
幅広くご利用いただいており
ます。チタンインゴットには、
純チタンと、Ti-6AI-4Vに代表
される各種合金とがあります。

◆スポンジチタン
当社のスポンジチタンは、四塩
化チタンを金属マグネシウムで
還元する「クロール法」をもとに
独自の技術を加えた方法で製造
されます。これによって高品質
のスポンジチタンが得られます。

2005 20062003年度 2004 2007

（百万円）

売上高 営業利益

●売上高／営業利益

（百万円）

売上高 営業利益

2005 20062003年度 2004 2007

●売上高／営業利益

2005 20062003年度 2004 2007

（百万円）

売上高 営業利益

●売上高／営業利益

5,744

1,923

10,591

1,019

15,114

1,802

23,311

34,480

13,793

28,565

10,169
8,404

2,893

2,387

271

2,372
2,562

354

3,041

86149

4,055

1,116

4,255

985

4,747

1,6251,494

5,462

463

主要製品

・スポンジチタン

・チタンインゴット

・高純度チタン

・チタン加工品

・四塩化チタン

・チタン粉

セグメント情報
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主要製品は、プロピレン重合用高活性触
媒「THC」であります。
触媒事業では、顧客ごとの技術サービスを

継続展開し、個別要求への迅速な対応など顧
客満足度向上を目指した積極的な営業活動を
行い、THCの販売量は、前期から更に増加
いたしました。生産面では、増設した黒部事
業所第２工場が2007年４月から商業運転を
開始いたしました。
これらの結果、当期における売上高は、

前期比5.2％増の57億44百万円となりま
した。営業利益は、増販に加え、前期にお
いてたな卸資産の評価基準の変更による減
益要因があったこともあり、前期比18.4％
増の19億23百万円となりました。

触媒事業

セグメント情報
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◆プロピレン重合用触媒「THC」
THC触媒は、ポリプロピレン
（PP）製造用のMg-Ti系高性能
触媒です。PPは、家庭用品、自
動車内外装、家電など身のまわ
りのさまざまな製品の基礎素材
として欠かせない材料となって
います。

主要製品

・プロピレン重合用
高活性触媒「THC」



主要製品は、高純度酸化チタン、超微粉
ニッケル等の電子部品材料であります。
主要用途である電子部品の需要は堅調で

したが、競争の激化や顧客要求の高度化、
原料であるニッケル価格の高騰など、厳し
い事業環境が続きました。このような中、
製品の高付加価値化による販売量の拡大を
図る一方、コストアップの販売価格転嫁に
努めましたが、高純度酸化チタンの売上高
は前期比4.9％減の8億86百万円、超微粉
ニッケルの売上高は前期比21.1％増の15
億58百万円となりました。
これらの結果、当事業の売上高は、前期

比18.7％増の30億41百万円となりました
が、営業利益は、大幅な原材料費の上昇を
販売価格に転嫁しきれず、前期比75.6％減
の86百万円となりました。

電材事業

◆超微粉ニッケル
真球状の超微粉ニッケルは、
気相反応によって得られる
ニッケル粉です。積層セラ
ミックコンデンサの内部電
極などに用いられています。

◆高純度酸化チタン
高純度酸化チタンは、精製
四塩化チタンと酸素との気
相反応によって得られる酸
化チタン粉末です。積層セ
ラミックコンデンサの誘電
体などに用いられています。

主要製品

・高純度酸化チタン

・超微粉ニッケル
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（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

科目
当期 前期

2008年3月31日 2007年3月31日
〈 資 産 の 部 〉

流 動 資 産 21,147 20,060

現 金 及 び 預 金 334 2,063

受取手形及び売掛金 9,248 8,383

た な 卸 資 産 10,640 8,637

繰 延 税 金 資 産 809 570

そ　　　の　　　他 160 441

貸　倒　引　当　金 △ 45 △ 36

固 定 資 産 33,369 21,015

有 形 固 定 資 産 32,556 19,997

建 物 及 び 構 築 物 6,370 4,869

機械装置及び運搬具 9,996 7,911

工具器具及び備品 352 284

土　　　　　　地 1,705 1,766

建 設 仮 勘 定 14,131 5,165

無 形 固 定 資 産 69 129

投 資 そ の 他 の 資 産 743 888

投 資 有 価 証 券 171 504

繰 延 税 金 資 産 279 228

そ 　 　 の 　 　 他 323 179

貸 倒 引 当 金 △ 31 △ 24

資 産 合 計 54,517 41,076

連結貸借対照表

科目
当期 前期

2008年3月31日 2007年3月31日
〈 負 債 の 部 〉

流 動 負 債 11,788 10,397
支払手形及び買掛金 3,462 2,854
短 期 借 入 金 1,750 1,700
未 払 法 人 税 等 3,296 2,468
賞 与 引 当 金 860 759
役 員 賞 与 引 当 金 141 98
そ　　　の　　　他 2,277 2,516

固 定 負 債 7,487 698
長 期 借 入 金 7,200 400
退 職 給 付 引 当 金 90 84
役員退職慰労引当金 — 213
そ　　　の　　　他 196 —

負 債 合 計 19,276 11,096

〈 純 資 産 の 部 〉
株 主 資 本 35,133 29,628
資　　　本　　　金 4,812 4,812
資 本 剰 余 金 5,872 5,872
利 益 剰 余 金 24,520 19,012
自 　 己 　 株 　 式 △ 72 △ 68

評 価 ・ 換 算 差 額 等 34 285
その他有価証券評価差額金 64 215
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 30 70

少 数 株 主 持 分 73 66
純　資　産　合　計 35,240 29,980
負 債 純 資 産 合 計 54,517 41,076

◆連結貸借対照表
資産の部は、北九州市におけるスポンジチタ

ン、チタンインゴットの生産能力増強投資に伴
う有形固定資産の増加を主因に、前期末比134
億41百万円増の545億17百万円となりました。
負債の部は、上記の設備投資資金に充当する

ための借入を行ったことによる長期借入金の増
加を主因に、前期末比81億80百万円増の192
億76百万円となりました。
純資産の部は、前期末比52億60百万円増の

352億40百万円となりました。主な増加は、

当期純利益77億83百万円であり、主な減少は、
剰余金の配当22億75百万円であります。
以上の結果、自己資本比率は、前期末の

72.8％から64.5％となりました。

◆連結キャッシュ・フロー計算書
営業活動によるキャッシュ・フローは、法人

税等の支払額42億44百万円による資金の減少
がありましたが、税金等調整前当期純利益128
億82百万円、減価償却費26億６百万円等によ
る資金の増加があり、93億34百万円となりま

した。
投資活動によるキャッシュ・フローは、有形

固定資産の取得による支出155億59百万円等
により、△156億24百万円となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、長期

借入による収入70億円、配当金の支払額22億
75百万円等により、45億60百万円となりま
した。
以上の結果、当期末の現金及び現金同等物残

高は、前期末に比べ17億29百万円減の３億
34百万円となりました。
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（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

科目
当期 前期

2007年4月 1日～ 2006年4月 1日～
2008年3月31日 2007年3月31日

売　　　　上　　　　高 44,904 38,098

売　　上　　原　　価 25,528 22,426

売　上　総　利　益 19,376 15,672

販売費及び一般管理費 5,623 4,728

営 　 業 　 利 　 益 13,752 10,943

営 　 業 　 外 　 収 　 益 70 118

営 　 業 　 外 　 費 　 用 510 231

経 　 常 　 利 　 益 13,312 10,830

特　　別　　利　　益 52 24

特　　別　　損　　失 481 282

税金等調整前当期純利益 12,882 10,572

法人税、住民税及び事業税 5,180 4,208

法 人 税 等 調 整 額 △ 118 94

少　数　株　主　利　益 37 34

当　期　純　利　益 7,783 6,234

連結損益計算書 単位:百万円 連結キャッシュ・フロー計算書 単位:百万円

科目
当期 前期

2007年4月 1日～ 2006年4月 1日～
2008年3月31日 2007年3月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,334 5,960

税金等調整前当期純利益 12,882 10,572
減　価　償　却　費 2,606 1,984
持分法による投資損失 4 51
たな卸資産及び売上債権
の増加額 △ 2,887 △ 2,333
仕入債務の増加額 607 513
法人税等の支払額 △ 4,244 △ 5,373
そ　　　の　　　他 365 544

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 15,624 △ 4,984

有形固定資産の取得による支出 △ 15,559 △ 5,029
投資有価証券の取得による支出 △ 19 △ 2
投資有価証券の売却による収入 — 32
そ　　　の　　　他 △ 45 14

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,560 △ 1,522

短期借入による収入 17,350 12,100
短期借入金の返済による支出 △ 17,050 △ 12,000
長期借入による収入 7,000 —
長期借入金の返済による支出 △ 450 △ 700
配 当 金 の 支 払 額 △ 2,275 △ 910
そ　　　の　　　他 △ 14 △ 12

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額 △ 1,729 △ 546

現金及び現金同等物の期首残高 2,063 2,609

現金及び現金同等物の期末残高 334 2,063

44,904 13,312

7,783

22,124

26,065

31,706

38,098

974

1,875

5,123

6,234

64.5

51.5

61.5

68.8
72.8
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2,480

8,948

10,830

（百万円） （百万円） （百万円）●売上高 ●経常利益 ●当期純利益
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●純資産 ●総資産 ●自己資本比率（百万円） （百万円） （%）
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（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

連結株主資本等変動計算書
第77期（2007年4月1日～2008年3月31日） 単位:百万円

株主資本 評価・換算差額等
そ　の　他

資　本 利　益 株主資本 有 価 証 券 繰延ヘッジ 評価・換算 少　　数 純資産
資本金 剰余金 剰余金 自己株式 合　　計 評価差額金 損　　　益 差額等合計 株主持分 合　計

2007年3月31日残高 4,812 5,872 19,012 △ 68 29,628 215 70 285 66 29,980

連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △ 2,275 △ 2,275 △ 2,275

当期純利益 7,783 7,783 7,783

自己株式の取得 △ 3 △ 3 △ 3

その他有価証券評価差額金の増減 △ 150 △ 150 △ 150

繰延ヘッジ損益の増減 △ 100 △ 100 △ 100

少数株主持分の増減 7 7

連結会計年度中の変動額合計 5,508 △ 3 5,504 △ 150 △ 100 △ 251 7 5,260

2008年3月31日残高 4,812 5,872 24,520 △ 72 35,133 64 △ 30 34 73 35,240

損益計算書 単位:百万円

科目
当期 前期

2008年3月31日 2007年3月31日
〈 資 産 の 部 〉

流 動 資 産 18,978 16,664
固 定 資 産 29,254 19,025
有 形 固 定 資 産 27,394 15,261
無 形 固 定 資 産 69 129
投 資 そ の 他 の 資 産 1,790 3,635

資 産 合 計 48,232 35,690

〈 負 債 の 部 〉
流 動 負 債 8,791 7,511
固 定 負 債 7,411 621
負 債 合 計 16,202 8,133

〈 純 資 産 の 部 〉
株 主 資 本 31,995 27,271
資 　 本 　 金 4,812 4,812
資　本　剰　余　金 5,872 5,872
利　益　剰　余　金 21,383 16,655
自　　己　　株　　式 △72 △68

評 価 ・ 換 算 差 額 等 34 285
その他有価証券評価差額金 64 215
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △30 70

純 資 産 合 計 32,030 27,556
負 債 及 び 純 資 産 合 計 48,232 35,690

貸借対照表 単位:百万円

科目
当期 前期

2007年4月 1日～ 2006年4月 1日～
2008年3月31日 2007年3月31日

売　　　　　上　　　　　高 33,219 27,932
売　　上　　原　　価 18,009 16,246

売　上　総　利　益 15,210 11,686
販売費及び一般管理費 4,049 3,157

営 業　　利　　益 11,160 8,528
営　　業　　外　　収　　益 693 566
営　　業　　外　　費　　用 381 98

経 常　　利　　益 11,473 8,996
特　　　別　　　利　　　益 77 24
特　　　別　　　損　　　失 356 224

税引前当期純利益 11,194 8,796
法人税、住民税及び事業税 4,230 3,357
法 人 税 等 調 整 額 △39 90

当 期 純 利 益 7,003 5,348

連結財務諸表
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財務諸表（個別） （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。



社 　 　 　 名 東邦チタニウム株式会社
本 社 所 在 地 神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎3-3-5
生　産　拠　点 茅ヶ崎工場、八幡工場、

日立工場、黒部工場
設 　 　 　 立 1953年8月
資 　 本 　 金 48億12百万円
従　業　員　数 799名（2008年3月31日現在）

役　員（2008年6月27日現在）

取 締 役 会 長 野上　一治
代表取締役社長
社 長 執 行 役 員 久留嶋　毅

代 表 取 締 役
副社長執行役員 豊嶋　賢次

取　　締　　役
専 務 執 行 役 員 渡辺　伸一

取　　締　　役
専 務 執 行 役 員 矢野　恭治

取　　締　　役 大野　譲（非常勤）
常 務 執 行 役 員 齋木　俊彦
常 務 執 行 役 員 籠橋　亘
常 務 執 行 役 員 藤田　孝
常 務 執 行 役 員 加古　幸博
取　　締　　役
執　行　役　員 金井　良一

執　行　役　員 小瀬村　晋
執　行　役　員 八太　好弘
執　行　役　員 後藤　憲治
監　　査　　役 村上　廣志（常勤）
監　　査　　役 外池　廉太郎（非常勤）
監　　査　　役 占部　知之（非常勤）

主要な連結子会社（2008年4月1日現在）

トーホーテック株式会社
株式会社テスコ

当社のホームページでは、IR情
報やプレスリリース等の最新
情報に加え、東邦チタニウム
グループの事業概要をより深
くご理解いただくためのコン
テンツをご覧いただけます。
ぜひ、ご活用ください。

http://www.toho-titanium.co.jp/

会社概要
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■個人・その他 36％
■金融機関 5％
■外国法人等 5％
■証券会社 1％
■その他の法人 53％

■個人・その他 36％
■金融機関 5％
■外国法人等 5％
■証券会社 1％
■その他の法人 53％

発行済株式の総数 60,770,910株
株主総数 51,687名

株　主　名
当社への出資状況

持株数（千株） 持株比率（%）
新日鉱ホールディングス株式会社 25,801 42.46
新日本製鐵株式會社 3,000 4.94
三井物産株式会社 2,016 3.32

大株主の状況（2008年3月31日現在）

所有者別株式数比率

株式の状況（2008年3月31日現在）

当社の筆頭株主である新日鉱ホールディングス株式会社は、2008年１月から２月にかけて当
社株式の公開買付けを実施しました。これにより同社は、主に三井物産株式会社から当社株式
5,004,200株を追加取得し、当社への出資比率は34.22％から42.46％に上昇しました。



14
株価推移

事 業 年 度 4月1日から3月31日まで
定時株主総会 6月
基 準 日 定時株主総会権利行使株主 3月31日

期末配当金受領株主確定 3月31日
中間配当金受領株主確定 9月30日

単 元 株 式 数 100株
公 告 の 方 法 電子公告

上場証券取引所 東証第一部

株主名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社
同事務取扱所 中央三井信託銀行株式会社 証券代行部

〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
（証券代行事務センター）
フリーダイヤル 0120-78-2031
各種手続用紙のご請求は下記のフリーダイヤル
又はホームページをご利用下さい。
フリーダイヤル 0120-87-2031
インターネット／ホームページアドレス
http://www.chuomitsui.co.jp/person/p_06.html

取 次 所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店

株 主 メ モ
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株価チャート・出来高推移

（注）株価は株式分割後による調整後の価格で表示しています。

 




